
分類番号 意見内容 件数 回答案

若年層への接種を優先すべき

2-3-3-1
若い世代、小中高校生への接種を
優先すべき。

179

小中高校生については、１０歳代の罹患が多く入院
例が多いものの、基礎疾患を有する者などの優先
接種対象者より重症化リスクや死亡率が高いという
根拠が明確でないことから、「その他の接種者」とし
ています。

2-5-3
上記のうち、特に小学生への接種を
優先すべき。

27

小学校低学年（１０歳未満）については、現在国内
において、基礎疾患を有さない小児の重症化例が
多いことから、可能であれば優先接種対象者と同
様に対処すること、としています。

2-4 乳児、小児を最優先とすべき 21

今回の予防接種は、重症者や死亡者の発生をでき
る限り減らすことを目的としていることから、現時点
でより重症化リスクが高い「妊婦、基礎疾患を有す
る者」や重症者患者等の診療にあたる医療従事者
を優先としています。
小児（１歳～就学前）については、それらの者と同
様、「優先接種対象者」とされ、順次接種する対象と
なっています。

2-5-2
子どもに国産ワクチンを使用すべき
（未来のある子どもに安全性の確保
されていないものは接種できない）

38

2-4

１歳未満の両親の優先度を下げ、
輸入ワクチンを使用すべき（小中高
校生と同順序とし、国産ワクチンは
小中高校生に使用すべき）

32

ワクチン接種が受けられない者への接種について

2-2-4
1歳未満でも本人に接種すべき（生
後6ヶ月以上の場合）

84

１歳未満児については、ワクチン接種により効果が
あるか否か明確でなく、一方で、副反応について
は、他の年齢層と同様に発生することが想定される
ことから、今回は接種対象外としています。

2-4
基礎疾患を有する者のうち、ワクチ
ン接種できないアレルギー児童の
親を優先接種対象とすべき

28

重症化リスクが高い者のうち、ワクチンによる効果
が期待できない１歳未満児については、次善の策と
して両親に接種することとしています。優先接種対
象者のうち予防接種を受けられない者の保護者等
については、同様の理由で優先接種の対象としま
す。

パブリックコメント意見内容及び対応方針案

ワクチンについては、国内産・輸入ワクチンともに、
一定のリスクがあるものとして、使用していただくこ
とを前提としています。ただし、国内産ワクチンの安
全性は、季節性インフルエンザと同様と考えられて
おります。
このため、小学校低学年（１０歳未満）については、
現在国内において、基礎疾患を有さない者の重症
例が増えていることから、可能であれば優先接種対
象者と同様に対処すること、としています。
なお、輸入ワクチンについては使用可能な時期が
早くとも１２月下旬以降となることから、優先接種対
象者である１歳未満児の保護者についても国産ワ
クチンを使用することが適当と考えられます。



学校関係者について

2-4 受験生を優先すべき 200

今回のワクチン接種は「死亡者や重症者の発生を
できる限り減らすと」を目的としており、重症化や死
亡のリスクが高い方を優先的に接種することを考え
ています。
受験生については、教育関係者を中心として、受験
機会の確保等についての検討等を進めていただく
ことを想定しています。

2-4 教員等の学校関係者を優先すべき 62

今回のインフルエンザワクチンは、感染拡大を防止
する効果ではなく、重症化防止効果を期待して接種
するものであり、重症化しやすい本人に接種するこ
とを基本としています。
集団での発生のリスクが高い学校については、学
校や学級閉鎖等の公衆衛生的な対策等により、対
応していただくことを想定しています。

重症化リスクが高い者の周囲の者

2-4

保育士、保育従事者を優先すべき。
（保育従事者の罹患により、乳児へ
の感染拡大、保育機能の低下が懸
念される。また、特に０歳児保育を
行う事業者、乳児院等においては、
０歳児の両親と同様、優先接種対
象とすべき）

341

今回のインフルエンザワクチンは、感染拡大を防止
する効果ではなく、重症化防止効果を期待して接種
するものであり、重症化しやすい本人に接種するこ
とを基本としています。
１歳未満児に関しては、本人への接種の効果が期
待できないものとし、次善の策として保護者に接種
するものです。
０歳児の保育に従事する保育士については、保護
者と異なり代替可能性があることなどから、優先接
種の対象とは考えていません。
保育所においては、引き続き、症状がある者を休ま
せるなど感染防止策の徹底等を要請するなど、ワク
チン以外の対策を総合して、その機能の維持に努
めていたただきたいと考えています。

2-4
1歳未満の小児のいる家庭は、両親
だけでなく、家族も対象とすべき

116

今回のインフルエンザワクチンは、感染拡大を防止
する効果ではなく、重症化防止効果を期待して接種
するものであり、重症化しやすい本人に接種するこ
とを基本としています。
１歳未満児に関しては、本人への接種の効果が期
待できないものとし、次善の策として保護者に接種
するものです。ただし、一般的には両親がその世話
をするものと考えられますが、祖父母等が世話する
ことも考えられるため、「保護者」を優先接種対象者
とします。



2-4 妊婦の家族（特に夫）も優先すべき 57

2-4
基礎疾患を持つ人の家族も優先す
べき

67

高齢者について

2-3-3-4

高齢者の優先に反対（新型インフル
エンザがまん延した場合でも、社会
で働かなければならない今の現役
世代を優先すべき）

60

高齢者については、季節性インフルエンザのハイリ
スク者であり、このことから類推すれば、今後感染
が拡大し高齢者の罹患が増えた場合、重症者数、
死亡数が増加するものと思われます。そのため、高
齢者についてもその他の接種対象者とします。

医療従事者の定義について

2-2-1 医療従事者の定義を明確にすべき 38

2-4 医療従事者に薬剤師を含めるべき 105

2-4
医療従事者に事務職員等を含める
べき

95

2-4
医療従事者に保健所に従事する医
療関係者も含めるべき

13

保健所職員においては、インフルエンザ患者の搬
送、検体検査等、インフルエンザ対策を担っている
ものです。そのため、新型インフルエンザ対策に従
事し、患者の重篤化防止に貢献する保健所職員に
ついては、「医療従事者」に含まれています。

2-4
医療従事者に訪問看護職員、訪問
介護職員を含めるべき

17

医療従事者については、「インフルエンザ患者の診
療に従事する者」を対象としていますが、新型インフ
ルエンザが発生した場合、新型インフルエンザ罹患
者においても在宅で療養する者が増大することも予
想されるため、インフルエンザ患者の在宅療養に従
事する訪問看護師は、医療従事者に含まれるもの
と考えます。

2-4

介護者、介護職員を優先すべき
（介護者が新型インフルエンザに罹
患した場合、要介護者の生活が不
可能となる）

124

2-4 福祉関係者を優先すべき 29

今般のワクチン接種は、「死亡者や重症者の発生
をできる限り減らすこと、またそのために必要な医
療を確保すること」を目的としており、その目的に照
らして考えると、「介護従事者」や「福祉関係者」は
該当しません。
介護及び福祉関連施設においては、引き続き、症
状がある者を休ませるなど感染防止策の徹底等を
要請するなど、ワクチン以外の対策を総合して、そ
の機能の維持に努めていたただきたいと考えてい
ます。

今回のインフルエンザワクチンは、感染拡大を防止
する効果ではなく、重症化防止効果を期待して接種
するものであり、重症化しやすい本人に接種するこ
とを基本としています。今回は、家族や周囲の方へ
の接種は、本人への接種ができない場合に限るも
のです。
妊婦、基礎疾患を有する者等については、本人へ
の接種が可能であるため、周囲の方への接種を優
先接種の対象外とします。
ただし、妊婦、基礎疾患を有する者であって、ワクチ
ンで免疫をつけることができない者や予防接種がで
きない者については、その保護者等を優先接種対
象者とします。

医療従事者については、新型インフルエンザの発
生により急激に増大することが懸念される患者の診
療にあたる医療従事者の重症化を防ぎ、医療体制
を維持することを目的としています。
そのため、基本的には新型インフルエンザ患者の
診療に直接従事する者としており、その範囲につい
ては、今後、一定の基準や考え方を示す予定です
が、各医療機関において、現場の状況を勘案して
接種対象者を決定いただくことを想定します。



基礎疾患の範囲について

2-2-3 基礎疾患の疾病名を明確にすべき 68
優先接種対象となる基礎疾患の範囲については、
学会等とも相談、協議を行いながら検討していると
ころであり、９月末を目処に公表する予定です。

2-4
障害者（及びその家族）を優先すべ
き

138

インフルエンザワクチンは、感染を防止する効果で
はなく、重症化防止効果を期待しており、重症化し
やすい本人に接種することを基本としています。
障害者に関しては、新型インフルエンザの重症化リ
スクの高い基礎疾患を有する者は対象としますが、
その他の者については、他者と比較して重症化や
死亡のリスクが高いことが確認されていないことか
ら、優先接種の対象外としています。

ワクチンの安全性、確保について

4-1-2
ワクチンに不安がある（特に輸入ワ
クチン）

85

4-2
ワクチンに関する安全性・有効性に
ついて、情報開示、情報提供をきち
んと行うべき

78

3-1
国産ワクチンをもっと確保すべきで
はないか

21

現在、国内４社のワクチン製造企業が新型インフル
エンザワクチンの製造を進めています。より多くの
生産ができるよう、引き続き、各企業と協力して参り
ます。

4-1-4
ワクチンによる健康被害救済体制を
整備すべきではないか

48
本文に記載しているとおり、企業に対し可能な限り
安全なワクチンを求めていくとともに、適切な救済措
置を講ずることとしています。

その他

2-4
社会機能維持者（警察、消防やライ
フライン関係者）を優先すべき

34

今回の新型インフルエンザにおいては、H5N1と異
なり、①多くの感染者が軽症のまま回復しているこ
と、②抗インフルエンザウイルス薬の治療が有効で
ある、など季節性インフルエンザと類似する点が多
い、などの特徴を踏まえ、社会機能の維持に関わる
者への接種を優先することは想定していません。

2-1
優先接種を設けることに反対（国民
全員を対象にすべき）

33

ワクチンについては、一定量が順次供給されること
から、一定の順序を設けていない限り、混乱が発生
することが懸念されるため、優先接種対象者を定め
ることが必要であると考えます。

2-5-1 素案に賛成 66 －

今回、接種に用いようとするワクチンについては、
今回の新型インフルエンザに対して初めて使用され
るものであり、未知の要素あることから、効果に関
するデータ収集及び安全性の確保に努めるととも
に、医療関係者、国民等に幅広く情報提供を行うこ
ととしています。また、輸入ワクチンについては、本
文中にも明記しているとおり、健康危機管理の観点
から緊急に輸入し、一定量のワクチンを確保する必
要があるとされており、特例承認の対象になるもの
と考えていますが、安全性については特に留意した
いと考えています。


	件数＆回答案

